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論文
参加的意思決定の
コンティンジェンシー理論（一）
奥
?
幸 助
はしがき
部下による意思決定への参加は，一般に組織成員の動機や生産性を高め，また決定の質
をよくするといわれている。コンティンジェンシー・アプローチをもってすれば，このこ
との普逼妥当性に疑義がもたれ，組織のおかれている環境とのかかわりあいからその妥当
性が確かめられねばならないことになる。この際環境の次元のみならず，組織成員のパー
ソナリティも配慮されねばならない。なぜならば，かれらのもつパーソナリティが参加的
意思決定の効果を規定するからである。
参加的意思決定は，環境と組織成員のパーソナリティの違いによってさまざまな態様を
示すと考えられる。本稿は，環境とパーソナリティの両次元から統一的に組織に望ましい
とみなされる意思決定の態様を明らかにしようとするものである。この稿「参加的意思決
定のコンティンジェンシー理論（一）」では，前者の参加的意思決定態様と環境との関係を
主にとりあげる。そこで，はじめに一）参加的意思決定態様を変量的に連続体上にあらわ
すための配慮をする。このために，まず1)理念型としての参加態様を浮きあがらせ，こ
れが連続体上にならびうることの可能性を示唆する。つづいて，これを2)環境と3)組
1織成員のもつパーソナリティの視点からみなおし，このことによって両観点から参加的意
思決定態様が連続体上に配列されうることを確かめておく。この考察を終えた後に，二）
連続体上に配列された多様な参加的意思決定態様と環境との対応関係を模索する。 1)環
境の分析にとっての中心概念は不確実性である。管理者の知覚する不確実性の滅泉を尋ね
ながら， 2)環境次元のこれに及ぼす影響を確かめておく。不確実感を媒介にして，多様
動ー態， 同質ー安定の環境次元は組織の特質と積極的に関連する。 P.R. Lawrence-]. 
W. Lorschの研究をとおして，この対応関係をただしてみる。 しかし，．かれらの環境内
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容が暖昧模糊としていることから，環境それ自体の一層ほりさげた分析が必要となる。
3) R. B. Duncan環境組成と環境の4区分類型をとりあげる。さらに， 4)参加的意思
決定態様とかかわりあうと考えられる環境次元として，規則性の重要性を指摘し， 5)こ
れをも考察に入れて環境の8区分類型をとなえる R.L. Tungの見解をただしてみる。
ー参加的意思決定態様
1 参加的意思決定態様の範疇化
これまでに部下の影響力 (influence), ないしは参加の程度に応じて，意思
決定態様を類型化し， これを連続体 (continuum)上に配列しようとする試み
が， 幾つかあった。例えば，先駆的な業績としては， K.Lewinにみられる
ような「権威的 (authoritarian)」，,,「民主的 (democratic)」，「放任的 (laissez
fair)」なリーダーシップの分類がある。その後，著名な J.G. March-H. A. 
Simonも，監督スクイルは次のように 1つの連続体上に位置づけられるとい
う。すなわち， 意思決定は，「監督者によってなされ，事前に相談することな
しに労働者に伝達される」一方の極から， 「自由な，対等の議論にもとづいて
なされる」他方の極までの間に配列されると1)。
ところで，参加的意思決定態様を連続体上で把握する際，どの範囲までを参
加的意思決定態様というのか，これについて明確にしておく必要がある。参加
を，例えば V.H. Vroomにみられるように双方協議 (two-way)にのみ限定
する狭義の意義づけもあるが，さまざまな環境，さざままなパーソナリティと
の対応関係において参加的意思決定をとらえようとする本稿の課題からは，す
でに多様な参加的意思決定態様が想定されている。したがって，参加の概念を
広義にとらえることのほうが望ましい。この意味では， G.Straussの参加の
概念が参考になるだろう。かれは，「明らかに多様な参加形態があり， そのそ
1) Frank A. Heller and Gary Yukl, "Participation, Managerial Decision-Making 
and Situational Variables," published in Participative Manag, 畑昴t:Concept, 
Theory and Jnplementation, by Ervin Williams, ed., 1976. p. 242. 
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れぞれは，違った条件のもとで，また違った理由のために効果を発揮するであ
るう」という2)。
Straussは，参加の概念を「個人（とくに組織にいる部下）が自分に影響
をもたらす決定についてなんらかの発言力 (say)ないしは影響力 (influence)
をもつ過程」であると解して，参加に次の 2A,2B, 3Aならびに3Bの範疇
を含めて考える3)。 しかし，これらの例も，理想型を示しているにすぎないの
であって，現実にはこの間にさまざまな参加形態があると想定され，それらは
1つの連続体をなしているのである4)。R.Likertのいうように， 「情報を与
えたり，分担することは参加過程における必須的な段階であり，より完全な参
加に向う第一歩である」5) というところまで参加の概念を拡大すると， かなり
多様な参加態様が想定されることになる。
表1 意思決定形態
決定にかかわる人
決定者 個人
上司………(lA) 個人指揮
共同……・・・(2A)協議
部下………(3A)委譲
集団
(lB) 集団指揮
(2B) 集団会合
(3B) 集団意思決定
G. Strauss, "Some Notes on Power-Equalization," published in The 
Social Science of Organizations, by・Harold J. Leavitt, ed., 1963, p. 58. 
意思決定態様の配列は，参加的意思決定態様と環境ならびにパーソナリティ
とのかかわりあいを統一的に明らかにしよらとする本稿の課題からすれば，次
の2つの配慮のもとでおこなわれるべきである。一つは，環境との対応関係で
2) George_ Strauss, "Some Notes on Power-Equalization," published in The 
Social Science of Organizations, by Harold J. Leavitt, ed., 1963, pp. 57~58. 
3)・G. Strauss, ibid., p. 58. 
4) G. Strauss, ibid., p. 58. 
5) Rensis Likert, New Patterns of Management, 1961, p. 243 : 邦訳三隅二不二
訳『経営の行動科学』，ダイヤモンド社， 1964,311ペー ジ。
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あり， いま一つは，参加にかかわる人達の人格的構成要素との対応関係であ
る。前者の視点にたって意思決定態様を連続体上でとらえようとするものに
F. A. Heller-G. Yuklが，後者の視点にたつものに R.Likertがいる。その
述べるところをみておこう。ともに，参加を変量的に把握している。
2 状況変数と意思決定態様
Heller-Yuklによる意思決定態様の分類と配列は， 参加を部下の影響力の
側面からとらえる方法と同じ次元にたっている。かれらは，意思決定態様を部
下のもつ影響力とのかかわりあいにおいて図 1のように想定する。この連続体
上にある意思決定態様のそれぞれは，次のように規定される見
図1 一連の影響力にたいする意思決定態様の関係
部下の低い影響力 部下の高い影響力
説明のない 説明をともなう 相談共同決定 委譲
独自の決定 独自の決定
F. A. Heller and G. Yukl, Participation, Managerial Decision-Making, 
and Situational Variables," published in Participative Managem暉 t,by 
E. Williams, ed., 1976, p. 243. 
a)説明のない独自の決定 (owndecision without explanation)では，その部下と
なんらの事前の相談なしに管理者によって決定がなされる。
b)説明をともなう独自の決定(owndecision with explanation)では，事前に部下
と相談せずに決定がなされるが，決定の後その理由について公式的な説明がつけ加え
られる。このことによって，管理者は，決定の前によく知られている部下の望みを配
慮することになるであろう。
c)事前の相談 (priorconsultation)では， 1人もしくは複数の部下との相談後にの
み決定がなされる。管理者自らが決定するのであるが， しかしその決定にはなんらか
の部下の影響が反映されているのが通常である。
d)共同決定 (jointdecision-making)は合意の形成過程であり，そこでは1人もし
6) F. A. Heller and G. Yukl, "Participation, Managerial Decision~Making, and 
Situational Variables," p. 244. 
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くは複数の部下が参加し，多数の立場にたった決定がなされる。
管理者はときには多数の立場をふみにじることがあるかもしれないが，多くは多数が
容認される。
e)委譲 (delegation)では，管理者は，部下自らの決定を認める。決定についての報
告は求められることもあるし，そうでない場合もある。管理者は部下の決定を拒否す
ることができるけれども，ほとんどそうすることはない。
そして，かれらは，これらの意思決定態様が状況変数と強いかかわりあいの
あることを実証化しようとする。調査対象として，ウエスト・コーストにある
15の大会社に所属する82人の上級管理者，このうちの 3つの会社から28人の第
一線監督者と72人の中間監督者，それに大きな大学から21人の学生リーダーが
選びだされた。情報は，上級管理者については質問票と討論によって，その他
のものは郵送による質問票から得られた。この調査から， リーダーがその部下
に許す影響量，ないしは決定態様は状況変数によって変っていくことが明らか
にされる。部下による意思決定への参加は，次のような条件のもとで大きくな
ることがわかった。すなわち， a)組織の権限階層が高いとき， b) リーダー
が，販売，購入，生産，ないしは財務担当の管理者よりも人事担当の管理者も
しくはゼネラル・マネージャーの場合， c) リーダーの統制範囲が狭いとき，
d)第一線監督者もしくは中間監督者がその地位に任命された期間が短いと
き， e)上級管理者の在任期間が長いとき， f)決定が権限階層上の一段階下
の部下よりも数段階下の部下にわたるとき， g)人事，規律，ないしは士気に
かかわる問題よりもむしろ仕事上の問題についての決定がなされるとき，であ
る。これらの状況変数は，「参加と集団業績との間の関係を潜在的に媒介する」
とみなされる”。 このような状況変数は，環境の名のもとに概念化され，包括
され，体系化されて，実践的要求に応えていこうとする研究の動きがでてく
る。
3 組織成員と意思決定態様
7) F. A. Heller and G. Yuki. ibid., pp. 252~253. 
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一連の意思決定態様をこのような状況変数とのかかわりあいにおいてとらえ
る視点とは別に，組織成員のもつ価値，技術ならびに期待からとらえる立場が
ある。 R.Likertも，その 1人である。かれは，参加を 1つの連続体の過程と
して仮説的に記述する。図2の各点は，次のように説明される見
図2
a b .c d e f g h i J k 1 
ほとんど
参加なし
多くの
参加あり
R. Likert, New Patterns of Management, p. 243. 
a)現在の状況についてであろうが，企画された変更に先だってであろうが，従業員に
はなんらの情報も与えられない。
b)現在の状況についてはある程度の情報が与えられるが，企画された変更については
変化が起るまで決して与えられない。
c)変更が起る少し前に，企画された変更の簡単な通知が与えられる。
d)企画された変更の簡単な通知が，変更のための少しの理由とあわせて，変更の直前
に与えられる。
e)従業員が仕事をおこなう際に遭遇する問題について，かれらからの報告が求められ
る。
f)企画された変更の通知と，この変更にたいする十分な説明が前もってよく与えられ
る。
gj企画された変更について従業員は前もって知らされ，もしかれらが望むなら，企画
された変更について反応や示唆を表明する機会が与えられる。
h)従業員のアイデアアや示唆が一般に求められる。
i)従業員は企画された変更について前もって知らされ，企画された変更が最良のプラ
ンであるか，それともなんらかの修正を加えたほうがよりよいプランとなるかについ
て，従業員が意見をだせるよう，集団討議の場が設定される。
j)従業員（もしくは部下）は問題点を知らされ，それを処理するための最善の方法が
8) R Likert,. New Patterns of Managenent, pp. 242~243 : 邦訳前掲書， 309~311
ペー ジ。
30 
参加的意思決定のコンティンジェンシー理論(-)(奥田） 319 
発見されるよう，集団討議がおこなわれる・。しかし最終的決定は，集団によってすす
められたアイディアおよび示唆にてらして組織単位の長によってなされる。
k)部下とリーダーが一体となって問題にとり組み，考察と討議の後に解決策を決定す
る。しかし， リーダー（もしくはより権威をもった人々）は拒否権をもっている。
1)リーダーと部下は一体となって機能し，その集団の機能はもっとも有効な方法を用
いて，問題にとり組み，それを解決する。
Likertは，参加は従業員の動機づけと生産性を向上させ， その程度が高い
ほど有益な結果を増大させる証拠があるとじながらも，他方，参加の程度や性
質はそれに関連のある人達のもつ価値，技術ならびに期待と適合するものでな
ければならないということを示唆する。そして， 「参加がそれに関連する人達
の習慣，価値ならびに期待などをすこしでも越えて増加すると，かれらは，参
加が正しくないと感じるようであり， それにうまく対処できないように思わ
れ，またしばしば不安定になるものである。このような事態が起るときはいつ
でも，参加の積極的な価値は失なわれる」という 9)。 この Likertの参加につ
いての見解のなかに，参加を効果的なものにするには，それに関連する人達の
価値観に対応する連続体上の参加態様をとることの重要性が示唆されている。
Heller-Y uklと Likertの見解を通して，状況と組織成員の各視点から参
加的意思決定態様が連続体上にならびうることを確かめた。と同時に，かれら
の見解には，参加的意思決定態様は状況と組織成員の特性に適応したものでな
ければならないという示唆がある。多様な参加的意思決定態様を環境と組織成
員の両次元から統一的に把握し，両者の関連を確めようとする本稿の課題の正
当性が，このことによってまた裏づけられている。
一 環境と参加的意思決定態様
1 不確実性
経営の環境が組織における参加の効果に大きな影響を及ぼすことになるとす，
9) R. Likert, ibid., p. 244 : 邦訳前掲書， 312ペー ジ。
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れば，環境についての一層たちいった分析をしていかなければならない。
環境の分析にとっての中心概念は不確実性である。これは，経営者がその組
織のおかれている状況について感じる心理的状態である。なぜならば，事実と
しての環境よりも，むしろ環境にたいするこの知覚された不確実性にもとづい
てこそ，経営者は自己のとるべき道を決定していくからである。したって，個
人の不確実感は，環境にのみ直接かかわるのではなく，個人の特性ともかかわ
ってくるのである。• この不確実性の知覚の変動の源泉として， H.K.Downey-
J. W; Slocumは，環境の特性，個人の認識過程，個人の経験の多様性，なら
びに社会的期待をおげる 10)。ここでは，環境の特性を中心に考察をすすめてい
く。環境次元は，不確実性の知覚と間違いなく関係するといわれる 11)。
2 影響力
不確実性の概念をコンティンジェンシー理論の命題との関連で明瞭かつ体系
的に用いようとしたものに T.Burns-G. M. Stalkerがいる。 Lawrence-
Lorschは，かれらの業績をアメリの産業会社の調査に拡大したといわれる12)。
環境と参加的意思決定態様との対応関係をかれらの見解を通してみていこう。
その研究は，部下の意思決定参加をそのことによって上司の感じる影響力とし
て変量的にとらえていうとする研究方法に焦点をあわせている本稿の視点と合
致しており，これがコントロール・グラフの使用などのなかに明瞭にでている
からである。
A. S. T.annenbaumは， コントロールを影響力と同義に解釈じ， その態
様が組織の状況によって相違することを示唆した13)。Lawrence-Lorschはこ
10) H. Kirk Downey and John W. Slocum, "Uncertainty: Measures, Research, 
and Sources of Variation," Academy of Management Journal, Vol. 18, No. 3 
(September, 1975), p. 562. 
11) H. K. Downey and J. W. Slocum, ibid., p. 574. 
'12) H. K. Downey and J. W. Slocum, 伽d.,p. 563. 
13)拙稿，コントロールと参加的管理体制，関西大学『経済論集』第29巻 第4・5・6号
（昭和56年1月） 参照。
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の影響力の概念を重視し14), 影響量の総量と分布が組織のおかれている環境と
どのように対応するかを描きだそうとする。かれらは，影響力を古典理論の権
限 (authority)と対比させて，以下のようにとらえているrn)。古典理論の権限
をも含めて，影響力の概念は広義に展開されている。 a)古典学派の概限は職
位にもとづく影響力 (position-basedinfluence)であり， これと知識にもとづ
く影響力 (knowledge-basedinfluence)とは峻別してとらえられるべきだとい
う。後者は， 「組織の資源の処理や他人の行動に影響を与えることのできる人
問としてその人のもつ能力 (ability)であって， それは入手しうる情報の適切
さ，判断の適切さ，ならびに過去の実績による信望にもとづいている」と定義
される16)。両者はともに重要な変数とみなされる。
したがって， b)権限は一元的かつ同質的であるとみなす古典理論とは違っ
て， 問題によって意思決定の影響力は異なってくる。「違っ，た種類の問題にた
いする影響力は，違ったパターンにしたがって組織に配分されるであろう」と
いうことになる17)。さらに， c)権限は測定可能で固定的なものと想定されて
いたが，影響力は弾力的であり，変数とみなされる。影響力は，人々の相互作
用から生じる認知 (perception)の問題なのである。最後に， d)影響力の総
量と分布は，多様なパターンをつくりあげることになり，この点からみれば古
典理論にみられる管理者の行動様式は連続体上の一方の端に位置する専制的態
様ということになる。この影響力の概念はかれらの研究にとって重要なもので
あり，組織における影響力の量と分布の状況は，意思決定態様を表象する重要
な指標となる。以下，組織における影響力の総量と分布の状態に焦点をあわせ
14) Paul R. Lawrence and Jay W. Lorsch, Organization and Environment, 1967, 
p. 172: 邦訳 吉田博訳『組織の条件適応理論』， 産業能率短期大学出版部， 1977, 
207ペー ジ。
15) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch, ibid, pp. 172~174: 邦訳前掲害， 207~209
ペー ジ。
16) P. W. Lawrence and J. W. Lorsch, ibid., p. 173: 邦訳前掲書， 207ペー ジ。
17) P. W. Lawrence and J. W. Lorsch, ib絋， p.173: 邦訳前掲書， 208ペー ジ。
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て，組織構造と，多様で，動態的な環境，同質的で，安定的な環境，ならびに
この中間に位置する環境との対応関係を， かれらにしたがってながめていこ
う。
3 環境次元と意思決定態様
Lawrence-Lorschは，外部環境を多様性と動態性の 2つの次元でもって把
握する。各次元には高・ 低があるので，これらの組合せによって環境の 4区分
類型が想定されることになる18)。このような躁境区分に対応する意思決定態様
をかれらの研究を通して確かめていこう。そして，どのような環境のもとで参
加的意思決定態様が組織の高業績に寄与するかという問題に一応の目安をつけ
てみよう。
A 多様で，動態的な環境
かれらは，環境と高業績をあげることのできる組織や管理との間の関係を実
証的に確かめる。多様で，動態的な環境とそうでない環境特性との間では，管
理者の感じる環境の不確実度は異なってくる。かれらは，環境上の特性を示す
ために， 情報の高さ (levelof information)を基準にして不確実性を 3つの要
因， a)情報の明確度， b)因果関係の不確実性，ならびに c)結果について
のフィードバックの時間幅から把握する19)0 
多様で，動態的な環境とは，次のような内容をもっている。 a)新しい科学
的知識に活動の基盤をおき，このことの結果， b)これが市場に与える衝撃の
不確実度は高くなり，さらに， c)最大の競争問題が生産過程と製品の双方に
おける革新能力になるような環境である20)。このような特徴をそなえた産業と
して，プラスティック産業が選びだされた。このような環境のもとにおかれた
18) Ray Jurkovich, A Core Typology of Organzational Environments, Adm証
strative Science Quarterly, Vol. 19, No. 3 (September, 1974), p. 330. 
19) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch, Organization and Environment, pp. 28~ 
29: 邦訳前掲書， 31ページ。
20) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch, ibid., p. 23: 邦訳前掲書， 27ページ。
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表2 環境諸領域の相対的な不確実性
環境領域 情報の明確化 不因果確関実係性の バ明確なフ時ィード．ックの間幅 不総確実合性点の
科 学 3.7 5.3 4.9 13.9 
市 •場 2.4 3.8 2.8 9.0 
技術・経済 2.2 3.5 2.7 8.4, 
高い得点ほど，大きな不確実性を示す。
Lawrence-Lorsch, Organization and Environment, p. 29. 
組織は，表2にみられるようにその内部の環境領域，科学，市場ならびに技術
・経済の面で不確実性の程度にかなり相違のあることが明らかにされる。すな
わち，科学的知識の不確実性が最も高く，つづいて市場知識，技術・経済的知
識の順に不確実性が高まっていく。この相違が，組織内部に職能部門一基礎研
究，応用研究，販売，製造ーにおける主要なクスクの分化 (differentiation)を
生みだしていく 1つの重要な要因と考えられる。
分化は，組織成員の態度や思考の違いを意味し，その程度は， 4つの特性，
すなわち特定の目的，時間，ならびに人にたいしてとるその成員の指向と構造
の公式性を指標にして測定される。この組織属性と部門分化の適応の程度が組
織全体の効果に関係すると考えられ，低業績組織よりも高業績組織において高
い適合性の傾向がみられるといわれる。
組織の全体目的を達成するために，分化と同時に個々の部分は統合 (integra-
tion)されなければならない。高業績組織は， この双方をともに満足させてい
た。このことは，高業績組織では分化によって部門間に生じるコンフリクトを
関係者全員が満足でき，しかも企業全体の利益が得られるような方法で解決し
ていたということを意味する。この部門間コンフリクトの効果的な処理を規定
する要因として，統合担当者の行動そのものにかかわるそれと，統合担当者と
職能部門の管理者の両者に関係する要因とが考慮される。前者の要因につい
て，組織を効果的ならしめたのは， a)統合担当部門は部門間の媒介的位置に
あり， b)統合担当者は被統合部門の管理者達の間に等距離を保ち， c)その
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表3 六つの組織における総影響量
組 織 影響量の平均得点a
高業績 A社 3.6 
高業績 B社 3.6 
中業績 A社 3.5 
中業績 B社 3.6 
低業績 A社 2.6b 
低 B社 3.lb 
a 得点範囲は.1 (ほとんど，もしくはまったく影響力なし）から5(か
なり大きな影響力あり）までに及ぶ。 ‘ 
b 低業績組織は，他の組織と 0.5の水準で有意差があった（直交比較）。
Lawrence-Lorsch, Organization and Environment, p. 70. 
影響力は適性能力と知識にもとづくものであるとみなされ， d)その報酬制度
は製品グループの全体の業績によって決められると考えることにある。
後者の要因として， a)全部門にわたる影響量の総量， b)部門内における
必要な階層への影響力の集中，ならびに c)コンフリクト解決の行動様式があ
げられる。まず，すべての部門の管理者達が意思決定に際して発揮できると考
える影響力の程度は，組織の業績とかかわりあっている。表3は，影響力の総
量が高業績組織において高く，とくに低業績2社においてかなり低いことを示
している。大きな影響力総量と組織の効率性との関連について，とりあえず2
つの解釈がくだされる。一つは参加によってやる気を高めるということであ
り，いま一つは，結果として意思決定の質を高めるということである。後者の
解釈を， コンティンジェンシー・アプローチをもっていえば， 「決定は環境の
事実を一層現実的に配慮したものとなり，そのため直接業績の向上を導いた」
ということになる21)。
しかも，各種職能部門内の影響力は，意思決定に必要な知識を入手すること
のできる管理階層に集められる必要がある。必要な知識をもった管理者達が必
21) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch, ibid., p. 71 : 邦訳前掲書， 85ページ。‘
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要な影響力をもっていると感じる場合に，かれらは効果的にコンフリクトを解
決しうると考えられる。意思決定に必要な知識を入手しうる管理階層は，環境
領域の不確実度に応じて研究開発部門では下位階層，販売部門では中位階層，
製造部門では上位階層である。高業績組織では，おおむね必要な知識をもつ階
層に影響力が集中していたが， 低業績組織では概して両者の合致度は低かっ
た。
最後に，部門間コンフリクト解決の処理方式として，最も効果的な方法は問
題解決 (problem-solving), ないしは対面接触 (confrontation)アプローチで
あると考えられた。関係のある管理者達が状況やその情報やそれについての見
解をオープンに交換し，その相違点をにつめるならば，組織全体にとって最良
の解決が得られる可能性は大きいというのである。処理方式として，このほか
に折衷的な妥協 (compromise),表面的にとりつくろうにすぎない宥和 (smooth-
ing)ならびに一方の都合を相手に押しうける強制 (forcing)が考えられる。コ
ンフリクト処理に，高業績組織では対面接触が多く用いられていたのにたいし
て，中・低業績組織では宥和に頼る傾向が強かった。
B 同質的で，安定的な環境
この多様で，動態的なフ゜ラスティック産業と対比しうるような環境に直面す
る2つの産業，容器産業と包装食品加工産業が選びだされた。前者は，成長と
変化のゆるやかな産業である。この産業の主要な競争要因は，イノベーション
．ではなく，コストの低減をはかりながら，．迅速な配送と品質の均一化という業
務的な問題であった。後者は，成長と変化の度合が中程度の産業である。それ
はプラスティック産業よりも売上高成長率と新製品の出現率は低かった。イノ
ベーションは，なお大きな競争要因ではあるが，決定的に重要な位置をしめて
いたのは市場的側面（消費者）であった22)0 
22) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch, ibid., pp. 85~87: 邦訳前掲書， 100~102ペ
ジー。
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表4産業別にみた環境諸領城の相対的不確実性a
産業 科学 市場 技術・経済
プラスチィック 13.9 9.0 8.4 
食 器 12.1 1. 0 7.8 
容 器 7.4 5.8 7.8 
_a 高得点ほど，大きな不確実性を示す。
Lawence-Lorsch. Organization and Environment, p. 91, 図N-1より作成。
これら 3つの産業間における環境諸領域の相対的な不確実性は，表4に示さ
れている。容器産業では，その部分環境の不確実性は，他の 2つの産業のそれ
と同程度ないしは低くなっている。容器産業に必要な科学的知識はよく知られ
ており，因果関係も明確である。市場の情報も，顧客のニーズについて正確に
入手することができる。環境諸領域はかなり接近を示している。この環境が，
組織の部門間の分化の要求を低くしている。統合の面では，確実性が高いだけ
に製造部門を核にした販売と研究の両部門との緊密な協力関係が望まれた。ま
た，決定に必要な知識を中央に集中し，決定に関する影響力は組織の上部階層
にあると考えられる。事実，容器産業の高業績組織では，その環境を映して各
部門の管理者の考え方は類似しており，また構造上の違いも小さかった。
容器産業の組織において高業績と低業績を生んで要因として考えられるの
は，以下のようなコンフリクトの処理方法と意思決定であった。 a)統合のた
めに，低業績組織では統合担当部門が設けられていたのにたいして，高業績組
織では公式の管理階層がこの任にあたっていた。 b)部門間の相対的な影響力
について，そのおかれている環境からして販売部門のそれが大きかったが，こ
の不均衡は高業績組織において少なかった。 c)組織成員全員の影響力の総量
は，図 3に示されているように高業績組織のほうが少なかった、。このことは大
きい影響力の総量が組織の高業績と関係するという，環境条件の違いを認識し
ない一般論は妥当しないことを意味する。この産業では必要な知識をもってい
たのは上層部の人達であった。「必要な知識をもつもの達が影響力を発揮する
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図3 容器組織における影響力の総量aと分布b
高 5 
?
??
???
ー
低
総影響量
高業績組織 2.6
低業績組織 3.6
低業績組織
高業績組織
1 2 3 4 5 
トップ 管理階層 ボトム
a~O. 5水準で有意義あり。高い得点ほど，高い影響力を示す。
b 直線は最小自乗法による。これら直線の勾配の差異が偶然に起る確
率は， 0.25以下である。
Lawrence-Lorsch, Organization and Environment, p. 113, -p. 115. 
ことは，組織内の影響力の総量は小さくなるとしても，・コンフリクト解決の
質を高めるのに役だっ」とみなされる23)。d)高業績組織では，比較的トップ
の管理階層に影響力が集中していた。図 3は，この傾向を示し，これにたいし
て低業績組織の勾配はよりゆるやかで，影響力の分布が階層間でやや均等にあ
ることがわかる。低業績組織で中級・下級管理者がスケデュールや他の顧客サ
ービスの問題に関する意思決定に関与できる体系的な企てもあったが，かれら・
には全体的な状況についての情報が不足していたので，コンフリクトをうまく
処理できず，それだけかえって挫折感をまねき，それを悪化させた。影響力の
総量が大きく，その分布が均衡化していても，それが必らずしも高業績とは関
係するものではない。 e)高業績組織では，低業績のそれに比較して対面解決
と宥和が多く用いられていた。
23) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch, ibid., p. 114 : 邦訳前掲書， 135ペー ジ。
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C 中間的環境
食品産業では，市場の不確実性がプラスティック産業よりも高い。新製品に
関する情報は，長期間かけて試験的に売ってみなければ得られない状況にあっ
た。しかも，新製品について知ろうとする知識と情報との因果関係は明確でな
かった。この市場環境は他の環境諸領域に比して高い重要度をもち，組織の成
功にとって決定的な意義をもっている。したがって，各職能部門の間で目標指
向が違わないほうが望ましく，その結果組織内の個々の部門の間で分化の必要
性が少なくなる。統合は，プラスティック産業と同様研究部門を中心に製造と
販売の両部門との緊密な協力のもとですすめる必要があった。また，それは，
高い不確実性のもとでは低い組織階層に必要な知識と情報が集まるためにかれ
らによって実現される必要があった。
事実，食品会社は，市場の重要さに対応してマーケティング部門と販売部門
とが設けられて環境の不確実性に適応した。高業績組織のほうが低業績組織よ
りも環境の要求に応じた分化がおこなわれていたが，統合については前者のほ
・うにすぐれた傾向がみられた。
a・)低業績組織では統合担当部門が設けられていたが，高業績組織では，研
究部門とマーケティング部門のなかに個々の統合担当者が所属し，かれらが共
同決定に導く公式の職責をもっていた。かれらの影響力の基礎を後者はその能
力と知識にあるとみなしていたのにたいして，前者は明確でなかった。 b)両
組織ともに，マーケティング行動と研究部門が製造部門より大きな影響力をも
っていたが，高業績組織では新製品開発の情報をもった研究部門の人たちの影
響力が低業績組織よりもかなり大きかった。 c)図4にみられるように，影響
カの総量は，高業績組織において大きかった。 d)知識の不確実性が，とくに
市場領域と科領域において高いにもかかわらず，低業組織では影響力の配分は
不均等で，上位階層に集中していた。知識と影響力との間に適合関係がなかっ
た。高業績組織では，影響力が均等に分布している状態をよみとることができ
る。
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図4 食品組織における影響力の総量aと分布b
高 5 
総影響量
高業績組織 3.8
低業績組織 3.1
?
????? 三高疇麟
低業績組織
低 ?
?ッ?
2 3 4 
管理階層
5 
ポトム
a . 高い得点ほど， 高い影響力と示す。 0.1水準で有意差あり。
b 直線は最小自乗法による。両直線間の勾配の差異は 0.001で有意で
ある。
Lawrence-Lorsh, Organization and Environment, p. 128, p. 129. 
D 多様で，動態的な環境と参加的意思決定態様の適合
3つの産業における高業緒組織のいずれも，低業績組織よりもその環境の要
求条件をよりよく満していた。その組織のおかれた環境，すなわち多様で，動
態的なそれか，同質的で，安定的なそれかの違いによる不確実性を映して，組
織の分化と統合がすすめられていた。分化の程度に応じて，効果的にコンフリ
クトを解決する諸要因，すなわち a)統合手段， b)部門別の相対的影響力，
c)組織のもつ影響力の総量， d)階層別による影響力のパターン，ならびに
e)コンフリクト解決の行動様式に相違がみられた。
影響力について，図 5にみられるようにプラスティックと食品の高業績組織
では，低業績組織よりも総量において大きく，分布において均等化していた。
容器産業の高業績組織では，これとは反対にそれぞれにおいて小さく，集中化
していたp この影響力は，意思決定に必要な高度の適性能力と知識にもとづい
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図5 三つの高業績組織における影響力の分布a
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トップ 管理階層 ポトム
a 直線は最小自乗法による。高業績食品組織と高業績容器組織との間の直線の勾配
における差異は， 0.001で有意であった。プラスティック組織と容器組織との間
の差異は， 0.005で有意であった。プラスティック組織と食品組織との間では，
なんら有意差はなかった。
Lawrence-Lorsch, Organization and Environment, p. 143. 
たものである。産業間にみられるこの相違は，環境の確実性の違いに対応した
ものである。「影響力と知識を握る階層は， そのそれぞれの環境における確実
性の相違を映して，組織間で違っていた」と24)。
この両組織のおかれた環境の違いは，管理者の態度にも映しだされる。プラ
スティック組織では，管理者の満足の主要な源泉は，決定にたいする積極的な
かかわりあい (activeinvolvement)であった。これにたいして，容器組織の管
理者は，まったく違った理由，すなわちどこで決定がなされるかを知っている
ことによって仕事に愛着を感じていた。 2つの組織の管理者は幾分違ったパー
ソナリティをもっていたと評価される。対照的に自主的行動対権威依存性，曖
昧さにたいする耐性対それにたえる力の弱さがみられる。したがって，前者に
24) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch, ibid., p. 149 : 邦訳前掲書， 175ページ。
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厳格な命令系統を押しつけ，後者に大幅な自由裁量を許すならば，組織成員の
間に不満やストレスをひき起すことになるであろう。
古典的組織論では，究極的な権限は組織の階層のトップにあり，委譲によっ
て下におろされていくとみなされる6したがって，階層が下がるにつれて影響
力は小さくなると想定される。また，階層構造のなかの個々の役割を厳密に定
めなければならないという構造化の高い組織が主張される。この組織理論は，
比較的に安定的で，同質的な環境からの要求条件をもつ組織だけに妥当する。
これにたいして，人間関係論で表明されるところは，組織のなかに広く影響力
を共有すること，コンフリクトをオープンな対面解決の行動様式で解決するこ
と，構造化の低い組織を広く活用することである。これは，不確実性と異質性
のある環境条件に最もよく適合できる。「単純化しいえば， 古典理論はより安
定した躁境にあてはまる傾向があるのにたいして，人間関係論は動態的な状況
により適している」25)ということである。 Lawrence-Lorschは，この両理論
をコンティンジェンシー理論のもとに包摂しようとするのである。
以上 LawrenceとLorschによって，環境次元はプラスティック産業にみ
られるような多様ー動態，容器産業の同質ー安定に類型化されたもののその内
容となると曖昧模糊としていまひとつはっきりしない。環境とはなんであるの
か，それはなにからなりたっているのか，その組成が環境次元にどのように映
しだされるのか，反映させるための操作はどのようにすればよいのか，これら
の内容が判然としない。また，環境の不確実性について，管理者に不確実性を
知覚させるところのものはなんであるのか，かれらの用いた不確実性の測定方
法にはたして信頼性と妥当性をおくことができるかどうかの問題も残されてい
る。これらの問に答えるために，この研究はその努力を環境自体の内面的深化
にも向けていく。
4 組織環境と不確実性の特徴
25) P. R. Lawrence and P. W. Lorsch, ibid., p. 183: 邦訳前掲書， p.220ペー ジ。
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組織環境や不確実性の内実化がすすめられていく。よく参考されるものに
Robert B. Duncanの研究がある。かれは， これまでの組織環境にかかわる
研究は組織環境ないしは環境を構成する諸要素を概念化しきれなかったとい
う。 Lawrence-Lorschにたいしても， 「組織がいかにしてその環境を部門の
分化に映しだしているかを研究したけれども，環境やその組成を明確に概念化
しなかった。また，かれらは環境を総体としてとらえたけれども，外面的に組
織から環境をみつめたにすぎなかった」と批判する26)。Duncanによって，組
織環境の内実化がすすめられていく。かれは，組織環境を 1)その構成部分と
2)その特性ないしは次元とに区別する。前者は，意思決定単位の環境をつく
りあげている要因と構成要素に，．後者は組織環境の特性にかかわっている。
かれは，まず環境を「組織における個人の意思決定行動に際して直接考慮さ
れる物的・社会的諸要因の総体」としてとらえる27)。この考え方からすれば組
織ないしは特定の意思決定単位の内側に環境の一部と考えられねばならない諸
要因が存在することになる。それ故，環境は，内的なそれと外的なそれとに区
別されることになる。前者は，個々の意思決定行動に際して配慮される，組織
ないしは特定の意思決定単位内の関連する物的・社会的諸要因からなり，後者
は単位外のそれからなりたっている。大規模製造組織のさまざまな意思決定単
位にいる19人にたいする面接の結果から，表5が作成された。
次の段階は，さまざまな程度の不確実性を感じさせる環境の特性ないしは次
元の確認であった。 Duncanは， Emery-Trist,J. D. Thompsonなどにな
らって 2つの環境次元，すなわち単純一複雑と静態ー動態を想定し，この両次
元が意思決定単位の環境状態を決定する上で重要であるとみなし，次のような
方法でこれを概念化した28)。
26) Robert _ B.Duncan, "Characteristics of Onganizational Environment and 
Percieved Environmental Uncertainty" A. S. Q. Vql. 17, No, 3 (September 
1972), p. 314. 
27) R. B. Duncan, ibid., p. 314. 
28) R. B. Duncan, ibid., pp. 314~317. 
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表5 組織の内的・外的環境を構成する要因と構成要素
内的環境 ． 
(1) 疇の人暉成要素
(A) 教育的・技術的背景と熟練
(B)、技術的・経営的経歴
(C) 細識の目的を達成するための個人の
かかわりあいと忠誠
(D) 対人行動様式
(El 組織内で用いるための人力の利用可
能性
(2) 組織の職能単位の構成要素
(A) 織織単位の技術的特徴
(B) 目的遂行における組織単位の相互依
存性
(C)組織単位内のコンフリクト
組織単位間のコンフリクト
(3) 組織レベル上の構成要素
(A) 組織の目的・目標
(B) 組織の目標達成のために個人と集団
を最大限寄与させる統合過程
(C) 疇の製品・サービスの性質
外的環境
(4) 顧客構成要素
(A) 製品やサービスの配給業者
(B) 製品やサービスの実際の使用者
(5) 供給者構成要素
(A) 新資材供給業者
(B) 設備供給業者
(C) 部品供給業者
(D) 労働者
(6) 競争企業構成要素
(A) 供給業者にたいする競争企業
(B) 消費者にたいする競争企業
(7) 社会的・政治的構成要素
(A) 政府の産業規制
(B) 産業ならびにその特定製品にたいす
る公衆の政治的態度
(C) 組織内の管轄についての労働組合と
の関係
(8) 技術的構成要求
・. (A) 製品やサービスの生産において自己
の産業と関連産業の新しい技術的要
件を満たすこと
(B) 産業における新技術をすすめること
による新製品の改良と開発
R. B. Duncan. "Characteristics of Organizational Environments and Percieved 
Envirorunental Uncertainty" A. S. Q. Vol. 17, No. 3 (September 1972), p.315. 
単純というのは，意思決定単位の環境にある諸要因が量的に少なく，しかも限られた
構成要素内にあるという点で相互に類似している程度を意味する。これにたいして，複
雑の局面は，諸要因が量的に多いことをさし示す。そこで，ある特定の単純一複雑の環．
塊の指標は，決定要因の数(F)を構成要素の自乗(C)2とかけあわせることによって．
求められる。自乗することの理由は，構成要素間の差異の量は要因間のそれよりも大き
いということである。複雑化するほど，状況を把握し，理解する管理者の能力が制約さ
れ，したがってその感じる不確実性の程度が増加することになる。
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静態ー動態の次元は，決定単位の内的・外的環境の諸要因が時間の経過にたいして同
ーもしくは変化の継続的過程にあるところの程度を示す。これは， 2つの下位次元から
なりたっている。一つは，決定単位が配慮しなければならない要因の安定性であり，こ
の得点は，各要因ごとに5点法によって問われ，これらの合計を要因数で除して算出さ
れる。いま一つは，意思決定単位のメンバーが意思決定過程においてこれまでと違った
新しい内的・外的要因を考慮する頻度を問題にし，これは5点法によって測定される。
この2つの下位次元で得られた得点を合計することによって，決定単位の静態＿動態の
指標が得られる。動態化するほど，管理者の感じる不確実性の程度は増加していく。
さらに， Duncanは，操作可能な，環境についての知覚された不確実性の
概念を求めていく。不確実性には，次の 3つの状況が存在するという。すなわ
ち， 1)特定の意思決定状況とかかわりあう環境要因についての情報が欠如し
ていること， 2)決定が誤った際に組識がこうむる損失の結果がわからないこ
と， 3)環境要因が決定単位の成否に及ぽす影響について確信をもって見通せ
ないこと，である。これらを測定するために，次の方法がとられる29)。
1)と2)については，これを測定するために6つの質問項目が設けられ，意思決定
の際に考慮される要因のそれぞれにたいしてこの質問に5点法で回答するよう求められ
る。この総得点を要因数で除した値が，・ 1)と2)の不確実性の程度を示す。 3)を測
定する質問には2つの要素，すなわち環境要因が機能遂行に際して作業集団の成否に及
ぼす影響の確かさを示す要素と， この確かさの確信の程度を示すそれとがある。そこ
で，見通す能力の程度は， （環境要因の影響の確かさ） X (1-確信度の幅）によって
求められる。全要因にたいする見通し能力の総得点は要因数で除されて，平均値が算出
される。不確実性にかかわる上記の 1),2), 3)の要素の得点が合計されて，総不確実
性得点が得られる。このことの合理性は， 3つの要素が環境についての情報の一般的欠
如を示すという意味で概念的に関連しているということである。
そこで，さきの単純一複雑と静態ー動態の組合わせによって得られた 4つの
環境区分のそれぞれに存在すると思われる環境の知覚された不確実性の程度に．
ついての予想がたてられる。表 6は，決定単位内の個人によって経験される環
境状況の次元とそのなかで感じられる不確実性の程度とを関係づけたものであ
29) R -B. Duncan, ibid., pp. 318~319. 
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表6 決定単位内の個人が経験する環境状況次元と知覚される不確実性
単純 複雑
区分 1 ・ 区 分 2
低い不確実性の知覚 適度に低い不確実性の知覚
(1) 環境の要因と構成要素の数が少ない (1) 環境の要因と構成要素の数が多い。
静 (2) 要因と構成要素は幾分相互に類似し (2) 要因と構成要素は相互に類似してい
?
ている。 ない。
(3) 要因と構成要素は基本的に同じまま (3) 要因と構成要素は基本的に同じまま
であり，変化しない。
区分 3
適度に高い不確実性の知覚
である。
区分 4
高い不確実性の知覚
動 (1) 環境の要因と構成要素の数が少ない
(2) 要因と構成要素は幾分相互に類似し
態
ている。
(3) 環境の要因と構成要素はたえず変化
の過程にある。
(1) 環境の要因と構成要素の数が多い。
(2) 要因と構成要素は相互に類似してい
ない。
(3) 環境の要因と構成要素はたえず変化
の過程にある。
R. B. Duncan, "Characteristic of Orgnizational Environments and Percieved 
Environmental Uncertainty" A. S. Q. Vol. 17, No. 3 (~eptember 1972), p. 320. 
る。この 4区分類型から，次の仮説がたてられる30)。
仮説 1.単純一静態の環境をもつ意思決定単位は， 最大の不確実性を感じるであろ
う。ここでは，意思決定単位のメンバーは決定にかかわる要因についての適切な情報を
得ることができると予想され， したがって，決定の結果は予測されることができる。
仮説 2.複雑ー動態の環境をもつ意思決定単位は， 最小の不確実性を感じるであろ
う。ここでは，意思決定メンバーは，決定にかかわる要因に役だつ遮切な情報をもたな
いが故に，決定の結果は測定されることができない。
仮説 3.単純一動態の環境をもつ意思決定単位は，複雑ー静態の環境下にある個人よ
りも一層大きな不確実性を感じるであろう。単純一動態の環境をもつ意思決定単位は，
環境にある要因が継続的に変化していくという性質をもっているが故に，複雑ー静態の
環境をもつそれよりも意思決定のための適切な情報を得るのに一層困難な時間をもつと
予想される。動態的な環境にあっては，組織は次々に現われる新しい事態に直面し，こ
30) R. B. Duncan, ibid., pp. 320~321. 
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れに対応していかねばならないが故に，意思決定のための適切な情報を利用することが
困難となる。
Duncanは， 3つの製造組織における 12の意思決定グループと 3つの研究
・開発組織にある10の意思決定グループのメンバーとの面接から，これら仮説
の正当性を実証した。このほかにも，次のような結果を明らかにした。 1)意
思決定の際に経験する不確実性の程度を説明するのに最も重要であるのは，製
造組織か研究開発組織かというような組織の種類よりむしろ組織環境の性質で
ある。 2)静態ー単純と静態一複雑との間の比較は不確実性の程度においてな
んら重要な相違を示さないのにたいして，動態ー単純と動態ー複雑とのそれは
重要な相違を示す。つまり，複雑の次元が不確実性に影響を及ぼすのは，環境
要因が動態的となるときである。さらに， Duncanは，次の点を強調する。不
確実性と環境の複雑・動態の程度は，組織における不変的な特徴として考えら
れるべきではない。むしろ，それは組織成員の知覚に依拠しており，そこで個
人がその知覚の点で違っている限り，その影響の範囲において可変的であると
いうことになる。そこで，今後の研究が，個人的相違と組織特性との間の接触
に集まることを予想する。
さて， Duncanのこのような組織環境の分析の結果から， 単純一静態， 複
雑ー静態，単純ー動態，複雑ー動態の順に，前二者と後二者との間に大きな隔
りをもちながらも，不確実性の感じかたに違いがでてくることが明らかになっ
た。これら諸次元のなかでも， Lawrence-Lorschゃ Duncanの実証的研究
から，動態性が管理者のうけとる不確実感に最大の影響を及ぽすことがみださ
れた。しかし，このほかにも， これまで規則性 (routineness)の次元が不確実
感に影響を与えていることを指摘する幾人かの人達がいる。この規則性は参加
的意思決定態様を規定する重要な次元であると考えられるので，規則性ー不規
則性の次元を導入して 3次元でもって不確実性を考察していきたい。
5 規則性と組織構造
幾人かの研究者達は，規則化の程度が組織構造を規定すると主張する。
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C. Perrowもその代表的な主張者の一人である。かれは，規則性と不規則性
の違いを次のような技術的視点から明らかにしようとする。技術には，
面がある。一つは，探究行動の性質にかかわる側面である。刺激にたいして既
知の知識でもって対処することができるときには，分析的な探究行動がとられ
るが，刺激になじみのないときないしはその分析が不能のときには，直感に頼
るところが多くなり，分析的な探究行動がとれなくなる。いま一つの側面は，
2つの
探究行動をひき起す問題の多様性である。ほとんど例外的な問題のない場合と
多くの例外的な素材を処理する場合とがある。
これら 2つの側面，分析的探究ー非分析的探究と少ない例外一多くの例外を
組合わせると，図 6 にみられるような技術の 4 区分類型が得られる。規則的—,
不規則的技術は破線で示される 2次元的連続体上に位置する。規則的な技術を
もつ会社では， 探究は分析的で，
い。不規則的な会社は，
探究を開始しなければならない事例も少な
分析的でない問題と多様な問題とをあわせもってい
る。このほか，非分析的な問題と少ない例外によって特徴づけられるクラフト
ならびに多くの例外的刺激と分析的探究によって特徴づけられるエンジニアリ
ングのモデルが範疇化される。
この技術の4区分類型に対応する組織構造が構想される。 「能率のために，
図6 技術の変数
多くの例外
がある
ほとんど例外
，なし
??????
分析的探索
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C. Persow, Organizational Analysis, 1970, ・p. 78. 
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図？ 仕事の構造仕事の関連的相互作用
自由裁盈 枷能 集団内調整 翡閉腐存 自由裁且 権能
低 低 計画 高 高
低
高 低 フィードバック 高 高
分権化
1 2 
4 3 
低 高 計画 高 高
低
低 低 計画 低 低
フォーマル，集権化
C. Perrow, Organizational Analysis, 1970, p. 81. 
集団内調整
フィードバック
フィードバック
柔軟，多極化
フィードバック
計画
柔軟．集権化
集団の
相互依存
高
低
組織は意識するとしないとにかかわらず，技術とその構造との間の適合を最大
にまで高めようと試みると考えられねばならない。」3D Perrowは，仕事の構
造を特徴づける変数として下位集団の自由裁量，その権能，集団内の調整の基
盤，集団の相互依存性を抽出し，これでもって技術レベルと監督レベルの各集
団の組織と各集団間の関係をとらえようとした。
図7は，技術モデルに適合する組織の構造的特質を示したものである。不規
則型の組織は，両集団ともに大きな自由裁量と強い権限を有している。調整
は， あらかじめ定められた計画にしたがうよりもフィードバック（相互調節）
を通してなされる。集団間の相互依存性は高い。この組織では，柔軟的・多極
的構造が想定される。規則型の組織では，多様性や曖昧さがないだけに両集団
ともに自由裁量の余地は少ない。しかし，技術的な中堅管理層の権限は強い。
規則化された報告にもとづいて監督者レベルを統制するからである。集団内の
調整は，いろいろな事態を予測することができるので，計画的になされる。 2
つの集団間の相互依存性は低い。ここでは，フォーマルな・集権的な構造が想
定される。このほかにも，多様な構造が想定される32)。
31) Charles Perrow, Organizational Analysis, 1970, p. 80: 邦訳 岡田至雄訳「組織
の社会学』，ダイヤモンド社， 1973,146ペー ジ。
32) C. Pe~row, ibid., pp. 80~85: 邦訳前掲書， 146~154ペー ジ。
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J. Hage-M. Aikenは， Perrowの考えから組織における集権化と分権化
の事情を次のように推論し，この妥当性を中西部の主要都市にある16の健康・
福祉事業所における実証的研究を通して確かめた。組織メンバーが，はなはだ
しく変わる患者の要求に常に直面するような状況のときには，かれらに一層大
きな権能が生じるであろう。適切↑“周整のために，かれらからたえず報告をう
けることが必要である。この必要性は，組織における意思決定の分散化をひき
起す。組織における一連の意思決定をなすにふさわしい参加者は，患者ととも
に働くところの人達である。この推論の正当性が，実証的に確かめられた。逆
に仕事の流れが規則的であればあるほど，基本的な組織問題についての意思決
定の集中化はますます促進される33)0. 
規則性ー不規則性の次元が組織構造のありように大きな影響を及ぼすことを
Perrowゃ Hage-Aikenの所説を通して明らかにした。このことから，それ
が参加的意思決定態様となんらかの関係をもつことは想像するにがたくない。
6 組織環境の 8区分類型
Duncanの単純一複雑，静態ー動態の次元に規則性ー不規則性のそれを加
えて， 3次元から組織環境を考察することが望ましい。組織環境をこの 3次元
からとらえたものに， RosalieL. Tungがいる。かれの見解を通して，組織
環境をみなおしていこう。
Tungは，組織環境の理解と解釈に役だっょうな知識集積と用具を豊かに
し，組織単位に環境のよりよい適応を生みだす，環境のより包括的・複合的な
類型の発展が必要であると考える。このためにとり入れらるべき次元は，意思
決定単位の直面する課題や機会の状況についての性質と特質であるという。そ
こで，問題・機会状況の規則性を含む，組織環境の包括的類型の発展が意図さ
れる。この問題・機会の規則性の次元は， Perrowによって概念化されたよう
33) Jerald Hage and Michael Aiken, "Routine Technology, Social Structure; 
and Organization Goals," A. S. Q. Vol. 14, No. 3 (September, 1969), pp. 370 
~371. 
51 
340 関西大學『細清論集」第30巻第3号
に組織単位の直面する刺激の多様化と分析可能性にかかわるところのものであ
る。多様性が少なく，刺激の分析が相当程度に可能であるならば，つまり反復
的決定の際には，認識力はそれほど必要としない。ここで，複雑性，変化率，
問題・機会状況の規則性の 3つの環境特性，知覚される環境の不確実性，なら
びに構造，計画の際とられる時問題展望，計画や方針にたいする変更の頻度の
間の関係がとりあげられる。
複雑性，変化率，問題・機会状況の規則性の 3つの環境次元を組合せること
によって，図 8のような組織環境の 8区分類型が構想される。このそれぞれが
環境の不確実性の知覚に， それ故戦略的選択に影響を及ぽしていくことにな
図8 組織環境表a
低い複雑性 高い複雑性
規則性 I不規則性 規則性 不規則性
1 2 3 4 
n=21 n=6 n=5 n=2 
低い U=4.28 U=4.16 U=3. 78 U=3.33 
変化率 S =4.42 S =4. 05 S =3.50 S =2. 78 
T=4.26 T=4.08 1'=3.50 T=2.00 
C =1. 24 C=l.58 C=2.00 C=2. 00 
5 6 7 8 
n=12 n=3 n =10 n=5 
高い U=3.36 U=3.41 U=2.35 U=l.85 
変化率 S =3.80 S =3.33 S =2.64 S =2.30 
T=2.41 T=3.66 T=3. 25 T=3. 00 
C =2. 94 C =2. 93 C =3. 86 C=4.20 
a n=区分の事例数： U=不確実性，得点が低いほど高い不確実性を示す。得点が
高いほど高い確実性を示す： S=構造，得点が高いほど，機械的構造を示す。得
点が低いほど，有機的構造を示す： T=計画の際に考慮される時間的展望，高い
得点ほど，長期にわたる計画上の展望を示す： C=計画変更の頻度。高い得点ほ
ど頻繁な変更を示す。
R. L. Tung, "Dimensions of Organizational Environments : An Exploratory 
Study of Their Impact on Organization Structure," A. M ] .• Vol. 2, No.4, 
1979, p. 674. 
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る。 Tungは， 8つの区分のうち代表的な 4つに関して環境の特質と不確実
性との間の関係について，次のような仮説をたてた34)。
仮説 1.低い複雑性，高い規則法，低い変化率（区分1)でもって特色づけられる環
境のもとにある組織単位を管理する主経営者は，最小の不確実性を感じるであろう。
仮説 2.高い複雑性，低い規則性，低い変化率（区分4)をもつ環境下にある組織単
位を管理する主経営者は，適度に高い程度の不確実性を感じるであろう。
仮説 3.低い複雑性，高い規則性，高い変化率（区分5)をともなう環境下にある組
織単位を管理する主経営者は，適度に低い程度の不確実性を感じるであろう。
仮説 4.高い複雑性，低い規則性，高い変化率（区分8)をともなう環境下にある組
織単位を管理する主経営者は，最高の不確実性を感じるであろう。
この仮説で， とりわけ注意されるのは， 区分4と5との比較においてであ
．る。 Lawrence-Lorschにしろ， Duncanにしろ， 変化率を，知覚される環
境の不確実性にたいするただ一つの最も重要な貢献要因であるとみなした。し
かし， Tungにあっては，複雑性と規則性の次元が一体化したもののほうが，
変化率だけのものよりも不確実性に大きな影響を与えるとみなされている。な
ぜならば，環境を構成する要因ならびに構成要素の異質性と刺激の多様性なら
びに分析可能性とは，たとえ変化率が低くても主経営者の不確実性の知覚を増
加させるためである。そこで，高い複雑性，問題・機会状況の不規則性，低い
変化率（区分4)をともなう組織単位を管理する主経営者は， 低い複雑性， 問
題・・機会状況の規則性， 高い変化率（区分5)をともなうそれよりもいささか
高い程度の不確実性を感じると仮定された35)0 
このような仮説に加えて，主経営者によって感じられる環境の不確実性の程
度は，部門内の活動の構造化，計画の際にとられる時間的展望，計画にたいす
る変更の頻度に影響を及ぼすと仮定された。そこで，これについて次のような
34) Rosalie L. Tung. "Dimensions of Organizational Environments : An Explo-
ratory Study'of Their Impact on Organization Structure," Academy of 
Manag, 畑切tfour, 叫 Vol.2, No. 4, 1979, pp. 675~676. 
35) R. L. Tung, i珈.,p. 676. 
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仮説がたてられた36)。
仮説 5.タイプ1の環境下にある組織単位を管理する主経営者は，多分機械的構造を
採用し，ほとんど計画にたいする修正なしに長期計画にしたがうであろう。
仮説 6.タイプ4の環境下にある組織単位を管理する主経営者は，多分より弾力的な
麟を採用し，ほとんど計画にたいする修正なしに長期計画にしたがうであろう。
仮説 7.タイプ5の環境下にある組織単位を管理する主経営者は，多分より機械的な
構造を採用し，計画にたいするかなりの修正をともなう短期計画にしたがうであろう。
仮説 8.タイプ8の環境にある組織単位を管理する主経営者は，多分有機的構造を採
用し，変化による計画の阻害によって頻繁な修正をともなう短期計画にしたがうであろ
う。
部門構造にたいしては，複雑性と規則性の一体化したものが，変化率だけの
ものよりもより大きな影響を与えると仮定されている。なぜならば組織単位の
手続は環境それ自体の乱れよりもむしろ要因ー構成要素の多様性と刺激の多様
性・分析不能性に応じて発展させられるためである。•他方，部門政策は，環境
の変化率によってより一段と影響されがちである。これがタイプ4の環境下に
ある主経営者がタイプ 5の環境下にある組織単位より一層弾力的な構造を採用
しがちとなる理由であろう 37)。
この仮説を実証するために，環境の特徴，知覚された環境の不確実性ならび
に組織変数に関する資料が，ヴァンクーバーにある21の会社の64の組織単位か
ら集められた。そして， 3つの環境次元は，次のようなやり方で操作化され
t~38) 
複雑性： Duncanの単純一複雑の次元は環境の異質性のみを問題にし， それ故（要
因x構成要素りによって算出された。これにたいして， Tungは， さらに刺激にたい
する管理能力 (manageability)の問題を導入する。それは，要因と構成要素が内的環
境にあるかそれとも外的環境にあるかの確定を必要とする。それらが主に外的環境にあ
36) R. L. Tung, ibid., p. 678. 
37) R. L. Tung, ibid., p. 679. 
38) R. L. Tung, ibid., pp. 680~685. 
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る場合には，組織単位の複雑度は，内的環境にある組織単位よりも高く，したがって不
確実性を強く感じると考えられる。なぜならば，外的な要因と構成要素については，知
識が少なく，情報は容易に入手しがたくかつ分析しにくく，さらに管理しにくいからで
ある。そこで，内的環境1にたいして，外的環境2のウエイトづけが主張される。
動向：変化率と変化の安定性とに分けてとらえられる。前者は要因と構成要素に生じ
る変化の頻度と程度をそれぞれ5点法で測定し， 両者の積によって算定される。 さら
に，それらが内的環境にあるのか外的環境にあるかによって 1: 2のウエイトづけがな
される。変化率指標算定方式は，次のごとくである。変化率指標=:E〔（変化の頻度x変
化の程度） X場所による変化のウエイトづけ〕
後者の変化の安定性次元は，情況の安定性と予知性を問題にする。この部門単位の得
点は， 次の3つの項目， a) Duncanによって示されたような， 新しい違った要素が
考慮に入れられる頻度， b)変化に先だつ警告期間の適切さ， c)変化後予期されると
ころのものの知識について， 5点法で示すように求められた回答者の得点を合計し，平
均することによって算定された。
問題・機会状況の規則性：意思決定者は，その環境部分から問題の提起や機会の提供
を感じとる。かれは，環境上の問題・機会の状況を規則的ないしは不規則的な活動とし
て対処していくことができると考える。 この次元の操作化のために， Simonの意思決
定のプログラム化の概念や Perrowの刺激の分析可能性と多様性の概念が拡大される。
Perrowは，刺激の分析可能性と多様性とを区別した。そこで，問題・機会状況の規則
性の次元は， (1)刺激の多様性， (2)刺激の分析可能性， (3)環境の要請とこれに応えること
のできる組織単位の能力との間の差異の程度にてらして分析される。これらの測定は，
(1)組織単位が，高い規則性から不規則性までの4つの決定手続のそれぞれに訴えること
のできる頻度， (2)決定問題を明白にさせる情報を入手するため組織単位によって企画さ
れた（タスク・フォースの設定や雇用コンサルタントのような）探究努力の程度， (3)そ
の部門が規則的ならびに不規則的な問題からでる要求をかなえる程度を確めることによ
ってなされる。これら 3つの変数の得点が集計され，平均化される。
知覚された環境の不確実底部門構造，計画の際にとられる時間的展望，な
らびに計画にたいする変更の頻度の平均得点が図 8に提示されている。これら
の得点は， 8つの区分全部についてほとんど予想通りのばらつきを示した。計
画の際にとらえれる時間展望の平均得点は幾つかの区分，とくに区分4におい
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て予想からはずれた。それ故，仮説 1-4にたいして支持が得られたが，仮説
5-8にたいしては部分的な支持が得られたにすぎなかった39)。
経営は，この知覚された環境の不確実性に対応するだけの組織の内的構造化
をすすめていかなければならない。これは，組織が合理性を得るための方法で
ある。この構造化のためには，情報の入手と処理が円滑におこなわれるように
しなければならない。 Tungは， 不確実性と参加的意思決定との関係を次の
ようにみなす。不確実性が低ければ，厳格なないしは機械的な構造が適切であ
ると考える。なぜならば，低い不確実感は決定に必要な情報の収集と処理の過
程にたいする配慮を少なくすると考えられたからである。決定は規則的である
と思われるし，事例を処理する方法に関する情報はよく知られてもいるし，容
易に手に入るとも考えられている。このような場合，標準化と公式化による規
則と手続を設定することができる。このような状況のなかでは，参加的意思決
定の必要性はでてこない。これに反して，高い不確実感，その結果としての強
く情報が求められるところでは，弾力的ないしは有機的構造が適している。既
存のやり方ではどうにも対処できないほどの違った新しい状況が生まれてくる
ため，・規則や手続の標準化や公式化は最小限におさえられる。強い不確実感の
ある状況のもとでは，意思決定への参加比状況の新奇性がアプローチの多様
性を求めるがために一層すすめられる40)。
そこで，規則性を考慮に加えた Tungの環境特性の 8区分類型のもとで生
じる不確実性に対応するさまざまな参加的意思決定態様が想定される。低い不
確実性から高いそれへと配列される環境の連続体上に参加的意思決定態様を対
応させることができるのである。環境とバーソナリティの両視点から統一的に
参加的意思決定様態を把握するという本稿の課題からは，これで前半の考察を
終えたことになる。次回で，後半の考察と両者の統一的把握をはかりたい。
39) R._ L. Tung, ibid., p. 690. 
40) R. L. Tung, i加d.,p. 677. 
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